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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、環境 NPO に対して助成財団がどのような考え方と行動をとるべきかを研究したものである。 
以下、本論文の章だてに従って、論文内容を簡潔に述べる。 
第 1章では、助成財団や環境 NPO における歴史的側面および NPO の定義、さらには環境 NPO の必要
性を論述する。助成財団は、民法第 34 条の公益法人に関する規定により、多くが設立され、現在も
継続していることを述べる。この社会献活動を大別すると、土木事業による生活基盤環境づくり、貧
民救済や医療などの福祉活動、教育や学芸と文化などの振興の 3分野が主な対象としており、今日の
社会貢献活動の原型をなしているが、現在は、グローバル化が進み、ボランティアや NPO などの市民
フィランソロピーの時代に入っていると述べる。NPO や様々な非営利組織はなぜ存在するのかについ
ての理由は、「市場の失敗」、「政府の失敗」、「契約の失敗」などがあげられることを検討する。さら
には、助成財団の環境 NPO への支援活動について、環境経済学の基礎理論である外部性の概念を検討
している。環境問題における外部不経済の対策について、コースの定理、ピグー課税、リンダール均
衡などの問題点を論じた。 
 第2章では、助成財団の社会的意義を述べている。財団が果たすべき社会的使命は、有効度の高い
助成を行い、その成果が社会に還元されていくことであると述べる。つぎに、助成支援の経済効果に
ついて分析を進めている。環境NPOは総NPOの少なくとも半数以上の2万団体をはるかに超えているが、
あまりにも財政基盤が脆弱である団体が多いことを実態調査により明らかにした。環境NPOは、継続
的で安定した活動が重要であり、助成財団による環境NPOへの支援が必要である根拠を示した。助成
財団と環境NPOは、環境問題に対する参加の一つのプロセスとして捉え、助成支援の経済効果を論じ
た。そして、その意義が、単に助成財団が個々の直接的な取組みの総和に留まるものではないことを
述べる。助成財団は、資金を供与する個人や企業と、環境NPOとの間に存在するパイプ役であり、助
成は、社会にとって有益である活動を支援するために行われるものであるという認識を示す。大手の
助成財団をサーベイし、実際に設計されているインセンティブデザインを分析した。そのサーベイか
ら、インセンティブ設計とチャージ設計は、はっきり示されているが、スクリーニングに関する第三
者機関による測定や、モニタリング制度は、一部の助成財団を除き存在しないのが現状であると結論
付ける。そこで助成財団は、情報の透明性の問題を十分考慮しなければならないと論じる。 
第3章では、環境ＮＰＯおよび助成財団の実証分析を展開する。関西エリアの環境NPOの実態調査か
ら見えてきたことは、弱小規模団体や小規模団体の多さである。助成財団は、支援先の環境NPOの組
織の事業成果により、自らの助成プログラムの成果を測定することが重要であり、中間支援組織とし
ての助成財団は、NPOや市民による組織を通してのみ、社会的成果をあげることができる。環境NPO
の活動は、市民による自主的で地道な活動であり、環境NPOの支援に、各セクターの協力とともに、
助成財団と環境NPOのパートナーシップが進むことでより活発化すると述べる。つぎに、助成財団の
社会的役割と助成法人の実態調査を行った。助成財団もミッションを持った団体であり、環境NPOと
同様にサードセクターである。助成財団は環境NPOへの支援を通して、ミッションを達成しようとす
るパートナーであり、助成財団は、内部要因であるマネージメント力の重要性とインセンティブ原理
による制度設計の重要性を、アンケート調査から実証した。助成財団の活動成果に関する実態は、一
部の法人を除き殆ど明らかにされていない。助成財団は、市民社会に対し、環境NPOの活動情報を積
極的に提供するとともに、環境NPO向けにも、市民や企業の社会貢献活動に関する情報提供をしなけ
ればならないと結論付ける。 
第4章では、助成財団と環境NPOに関する政策提言をおこなっている。環境NPOが政策提言をするた
めには、環境NPO自身が社会から評価を受け、認められていることが重要である。そのための環境NPO
の行動指針を提起した。認定NPO法人制度は、NPO法人が税制の恩恵を受けられる唯一の制度であり、
環境NPOにとって重要な制度であるが、課題でもあることを論じた。つづいて、助成財団の環境NPO
支援の推進に向けての政策提言を述べた。わが国は、米国や英国と比較すると、寄付税額には大きな
差があり、フィランソロピー税制の改善は、より市民の寄付意識向上と第3セクターの活性化支援策
につながると論じた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、助成財団が環境 NPO に対して、いかなる支援内容や方法や体制を採れば、環境 NPO の成果
が持続的かつ最大化するのかを多面的な角度から分析した論文である。 
 環境 NPO は、実に様々な活動や組織や目的をもっており、その支援のためにはいかなる基本フレー
ムを構築すればいいのかを明らかにしている。これまで、NPO および環境活動を推進する各種団体に
関する理論的かつ実務的な論文は多数に及ぶが、それらを支援する財団・組織に関する行動規範と実
証的論文はきわめて少ない。片岡氏自身が、環境 NPO を支援する法人の管理・運営の責任者であり、
その法人活動における最適化という課題に直面している。より具体的に言えば、毎年、数十の環境
NPO からの助成申請を受け付け、その中から優れた活動をしている環境 NPO を選択し助成をおこなっ
ている。その環境 NPO への助成金のすべては、篤志家の寄付による。このような切実な課題解決の模
索が、本研究を開始した動機であり、本論文には、その実践から得た知見も書かれている。 
 本論文における新しい知見を集約すると、以下の３つが挙げられよう。 
 第一は、すでに述べたように、篤志家からの寄付金を預かり、その資金を様々な環境 NPO にどのよ
うに配分するのか、そして、環境 NPO がその助成金を使って、もっとも成果を上げるための理論を明
らかにした点である。篤志家は本人（プリンシパル）であり、助成財団は、代理人（エージェント）
という関係にある。しかし、助成財団から環境 NPO を見れば、助成財団がプリンシパルであり、環境
NPO がエージェントなのである。そこで、組織および情報の経済学における「プリンシパル・エージ
ェント理論」（PA 理論）を、本研究課題に援用したのである。もともと、この理論は、営利企業にお
ける株主と経営者や、経営者と従業員との関係を分析するものであるが、それを非営利組織における
理論枠組みとして用いたのである。現在では、公共経済学や社会選択の理論領域にも PA 理論は応用
されている。環境 NPO は、その活動内容が実に様々であるとともに、助成財団とは別の組織体なので、
彼らの努力水準を最大化させることは容易なことではない。すなわち、助成財団と環境 NPO の間には、
情報の非対称性や不確実性が常に横たわっていると見なければならない。そのような環境下における
課題を解消する一助として、スクリーニングやモニタリング活動が有効であることが知られているが、
支援対象としての環境 NPO は全国に散らばっており、監視活動を十分に実施することは不可能である。
その場合、環境 NPO は、モラルハザードに陥る可能性が高い。そこで、プリンシパルとしての助成財
団は、環境 NPO に対するインセンティブ設計が必要となる。このインセンティブ設計の内容および方
法を理論的かつ実証的に解明した点が、本論文の大きな意義といえる。 
 第二は、エージェントとしての環境 NPO の実態を詳細に分析した点である。環境 NPO の実態が解明
されなければ、最適なインセンティブ設計が実現できないからである。そこで、同氏は、関西圏の中
での環境 NPO を様々な資料から収集し、その統計的分析をおこなった。その成果として、環境 NPO
の財政規模が小さくかつ資金面において脆弱な組織であることおよび、地域ごとに、環境 NPO 活動が
異なることも明らかにした。それに引き続き、全国レベルでの環境 NPO の特徴の抽出も試みている。 
 第三は、プリンシパルとしての助成財団の活動の成果をどのようにみるのかという点で、新しい発
見をもたらしている。同氏は、日本のなかにおける数百の助成財団に対してアンケート調査を実施し
た。助成財団の活動において、いかなる要因が財団自身の満足度を高めているのかを分析したのであ
る。支援対象である環境 NPO の活動の努力水準の最大化または成果の最大化をもって、財団自身によ
る支援の有効性や満足度を測っている、という仮説を立てた。しかし、重回帰分析および因子分析の
結果は、財団内部の要因がもっとも高い満足度をもたらしていることが明らかとなったのである。こ
の結果が示唆する意味は大きい。なぜなら、環境 NPO が助成金によって生み出す成果に対する評価が
高くないことを明らかにしたからである。しかし、この新しい知見は、PA 理論導入の背景に横たわ
る、助成財団と環境 NPO における情報の非対称性を実証した結果であるといえよう。 
 以上のような新しい理論的かつ実証的な知見を含む本論文は、高い評価に値するものといえよう。 
 課題としては、環境 NPO の活動に対する評価基準の明確化が不十分と言える。すなわち、環境 NPO
のカテゴリー化に基づいて、より具体的な評価指標の導入も進める必要があろう。ただし、何度も述
べたように、環境 NPO の活動は、地域の清掃活動から地球環境問題まで、きわめて多岐にわたり、そ
の成果に対する指標化もかなり難しく、同氏の力不足とは必ずしもいえない面もある。また、本論文
は、理論的・規範的分析と実証的分析の両方を進めているものの、その整合性がかならずしも取れて
いない面も指摘されよう。 
 しかし、助成財団の組織行動に関する文献がきわめて少ない中、ある程度の網羅性とともに、新し
い知見の創造に寄与している。本論文の評価は総合的にみて、当研究領域において十分な学術的水準
に達していると考えられる。 
 
